
第５部 計画作成等業務 

第１章 計画作成等業務積算基準 

 

１－１ 適用範囲 

この積算基準は、治山関係事業及び林道関係事業に係る次の業務に適用する。 

 （１）山地治山等調査 

 （２）治山流域別調査 

 （３）路線全体計画調査 

 （４）地区全体計画調査 

 （５）治山施設点検業務 

 

１－２ 業務委託料 

１－２－１ 業務委託料の構成 

 

直接人件費（労務費（普通作業員及び図工） 

                                 を除く。） 

直接原価         材料費 

旅費交通費 

業務原価         直接経費   電子成果品作成費 

電子計算機使用料及び 

業務価格                          機械器具損料 

特許使用料 

業務委託料                            その他 

                                             その他原価 

間接原価 

 

その他経費（準備費、安全費等） 

 

一般管理費等 

 

消費税相当額 

 

 

１－２－２ 業務委託料の積算 

 

業務委託料は、直接原価のうち直接経費、間接原価、一般管理費等及び消費税等相当額については、

「第４部設計業務」の「第１章設計業務積算基準」及び「第２章設計業務の積算の留意事項」に準じ

て積算するものとする。 

また、業務原価の「その他経費」については、「第２部地質調査業務」の「第１章地質踏査積算基準」

における間接調査費に相当するものであり、同章に準じて必要な経費を積上積算するものとする。 

 

  



１－３ 適用に当たっての留意事項 

１ この歩掛は、標準的な歩掛を示したものであり、目的とする調査内容がこの歩掛にそぐわないと

き、又はこの歩掛に計上されていないものについては、他の類似の歩掛、市場価格等を勘案し、適

正な歩掛を用いて積算することができる。 

 

 ２ 外業にかかる調査について、自動車下車地点から調査現場までの徒歩区間が 30 分を超えて１時

間未満の場合は、外業にかかる歩掛を 10％（更に 30分増すごとに 10％）増すことができるものと

する。 

 



第２章 治山関係事業計画作成等業務標準歩掛 

 

第１ 山地治山等調査（施設整備主体タイプ） 

 

１－１ 調査の構成（歩掛の構成） 

 

 予備調査 

 現地踏査 

 地形・地質・土壌等調査 

 海象・漂砂調査 

 林況、植生調査 

 気象調査 

 水文調査 

 荒廃地等調査 

 荒廃森林調査 

    海岸荒廃現況調査 

風害調査 

 なだれ調査 

 火山特性調査 

 環境調査 

 社会的特性等調査     既往災害及び法令・規制等調査 

保全対象調査 

防災施設等調査 

 打合せ協議（調査業務共通歩掛） 

 

 総合検討及び基本方針の策定 

 基本計画の策定 

 施設等整備計画 

 全体計画の作成      森林整備計画 

 管理道等整備計画 

 災害予知施設等の計画 

 事業量の算定 

 全体計画図作成 

 照査 

 報告書等の作成 



１－２ 事業区分対象面積補正率表 

 

事業名 区    分 

復 旧 

治 山 

対象面積 

（ha） 

 

150 未満 

150 以上 

300 未満 

300 以上 

500 未満 

500 以上 

800 未満 

800 以上 

補正率 0.65 0.85 1.00 1.15 1.25 

予 防 

治 山 

対象面積 

（ha） 

 

150 未満 

150 以上 

300 未満 

300 以上 

500 未満 

500 以上 

800 未満 

800 以上 

補正率 0.65 0.85 1.00 1.15 1.25 

水土保全 

治 山 

対象面積 

（ha） 

 

30 未満 

30 以上 

50 未満 

50 以上 

100 未満 

100 以上 

150 未満 

150 以上 

補正率 0.65 0.90 1.00 1.10 1.15 

海 岸 

防 災 林 

造 成 

対象面積 

（ha） 

 

10 未満 

10 以上 

30 未満 

30 以上 

50 未満 

50 以上 

100 未満 

100 以上 

補正率 0.65 0.85 1.00 1.15 1.20 

土 砂 

流出防止 

林 造 成 

対象面積 

（ha） 

 

10 未満 

10 以上 

20 未満 

20 以上 

50 未満 

50 以上 

100 未満 

100 以上 

補正率 0.75 0.80 1.00 1.15 1.30 

防 風 林 

造 成 

対象面積 

（ha） 

 

5 未満 

5 以上 

20 未満 

20 以上 

50 未満 

50 以上 

100 未満 

100 以上 

補正率 0.65 0.85 1.00 1.15 1.20 

保 安 林 

整 備 

対象面積 

（ha） 

 

100 未満 

100 以上 

300 未満 

300 以上 

1,000 未満 

1,000 以上 

3,000 未満 

3,000 以上 

補正率 0.70 0.80 1.00 1.25 1.75 

共 生 

保 全 林 

整 備 

対象面積 

（ha） 

 

10 未満 

10 以上 

20 未満 

20 以上 

50 未満 

50 以上 

100 未満 

100 以上 

補正率 0.75 0.80 1.00 1.15 1.30 

水源地域 

整 備 

対象面積 

（ha） 

 

100 未満 

100 以上 

300 未満 

300 以上 

1,000 未満 

1,000 以上 

3,000 未満 

3,000 以上 

補正率 0.70 0.80 1.00 1.25 1.75 

な だ れ 

防 止 林 

造 成 

対象面積 

（ha） 

 

5 未満 

5 以上 

10 未満 

10 以上 

20 未満 

20 以上 

50 未満 

50 以上 

補正率 0.65 0.85 1.00 1.15 1.20 

地すべり 

防 止 

対象面積 

（ha） 

 

5 未満 

5 以上 

10 未満 

10 以上 

30 未満 

30 以上 

50 未満 

50 以上 

100 未満 

補正率 0.70 1.00 
0.90×（対象

面積/10ha） 

0.80×（対象

面積/10ha） 

0.70×（対象

面積/10ha） 

 

 

 

 

 

 

 



１－３ 調査項目別作業内容 

 

調 査 項 目 作 業 内 容 

予 備 調 査 事業対象地の調査方針策定のため、既存の調査・研究等の資料を収集

し自然的特性、荒廃現況等の概略を把握する。 

現 地 踏 査  予備調査資料に基づいて現地踏査・検証等を行い、調査・計画方針の

概略を立案する。 

地形・地質・土壌等 

調 査 

 事業対象地及びその周辺の次の調査事項について、現地調査を行い、

資料を確認・補正する。 

ア 地形調査 

  高度分布、起伏量、傾斜、方位等の地形特性を把握して、地形分類

図を作成する。 

イ 土質、地質調査 

  表層地盤の土質・岩質・地質構造及び湧水等を把握し、地質図を作

成する。 

ウ 土壌調査 

  土壌の堆積区分・土性・土壌層の厚さ等を把握し、土壌の概略図を

作成する。 

海 象 ・ 漂 砂 調 査  既存の資料に基づいて潮位・波浪の状況及び卓越流の流向・流速並び

に漂砂の移動量等を把握する。 

林 況 、 植 生 調 査  森林面積・主要樹種・林分の種類・林齢及び疎密度等の林況特性並び

に下層植生の種類・生育状況等を把握し、植生図を作成する。 

気 象 調 査  最寄り観測所の資料に基づいて気温・降水量・降雪量・風力・風向等

の気象条件を把握する。 

水 文 調 査  水文資料の収集整理、確率水文量計算、流出解析、洪水流出量の計算

等により、水文量を把握する。 

荒 廃 地 等 調 査  事業対象地の荒廃現況及び荒廃危険地について、現地踏査を主体に空

中写真の判読結果と対比して、対策工の必要性・工法の概略を把握し、

荒廃現況概略図を作成する。 

ア 荒廃現況調査 

  崩壊地及び荒廃渓流等の発生要因・動態並びに面積を調査するとと

もに、崩壊土砂量及び不安定土砂量等を把握する。 

イ 荒廃危険地調査 

  崩壊、土石流、流木の発生の危険性及び発生時の状況を推定するた

め、発生要因、崩壊面積、崩壊土砂量、流出土砂量、流木量等を把握

する。 

荒 廃 森 林 調 査  被災森林・公益的機能の低下又は機能の高度発揮を図る必要のある保

安林の被災要因及び機能の程度、発現の可否等、荒廃森林の位置・面積

を把握する。 

海岸荒廃現況調査  海岸浸食・荒廃砂地・斜面崩壊地及び背後地の風害・潮害・飛砂害等

の被災危険地を含め、位置・面積等の必要な事項を調査する。 

風 害 調 査  風害の種類・発生時期及び位置・面積・被害の程度等、周辺の農地等

を含めた範囲について必要な事項を調査する。 

な だ れ 調 査  なだれ発生時の降雪・積雪状況、全層・表層なだれの種類及びなだれ

発生区・走行区・堆積区の状況等について調査するとともに、なだれに

よる被害の程度・状況及び位置・面積等を把握する。 

火 山 特 性 調 査  活動期の火山又は兆候が顕著な火山地域を対象として、火山活動の形

式・歴史及び火山噴出物の産出・降下・流動等の活動状況について調査

する。 



環 境 調 査  事業対象地及びその周辺における植物・動物・水質環境並びに自然景

観等を既存の資料により把握し、現地調査によって確認・補正する。 

社 会 的 特 性 調 査 （1）既往災害及び法令・規制等調査 

気象災害、地震災害等による被害の状況・区域及び発生年月日等の

既往災害記録、地域開発計画・水利用等の社会的特性、山地災害危険

地区・保安林・自然公園区域等の法令等指定状況について把握する。 

（2）保全対象調査 

被害が及ぶ範囲を想定して、地域開発計画を含む学校、公民館、道

路、鉄道、発電施設等の公用・公共施設及び人家、居住人口、農耕地、

水利用施設等の位置・数量等を把握する。 

（3）防災施設等調査 

治山・砂防・河川施設及び多目的ダム等の既存若しくは計画中の防

災施設等の位置・規模・構造・施工年度等について把握する。 

総合検討及び基本方 

針 の 策 定 

 各調査項目の調査結果に基づいて、事業対象地における整備目標及び

整備水準等について総合的に分析・検討し、整備方針を策定する。 

全 体 計 画 の 策 定 （1）基本事項の策定 

整備の対象とする現象を明確にし、降雨・降雪・地震等の天然現象

の規模又は頻度を踏まえた抑止・抑制又は改善しようとする水準等の

整備目標の設定を図り、併せて公益的機能発揮等の効果・便益等を含

めた基本事項を策定する。 

（2）施設等整備計画 

緊急性等を踏まえて、荒廃地・荒廃危険地等の復旧・整備に必要な

防災施設を計画する。計画に当たっては、適切な工種・工法の選定と

施設の配置を図るとともに、事業実行に必要とする仮設工等の附帯施

設を計画する。 

（3）森林整備計画 

被災等による荒廃森林、公益機能の低下又は機能の高度発揮が阻害

されている保安林等を対象として、整備する目標林型の設定を図り、

整備面積及び種類・方法等の造成計画を策定するとともに、造成基礎

工の必要性について検討・計画する。 

（4）管理道等整備計画 

治山施設及び森林整備等の実行に当たって必要とする保安林管理

道等の路網を計画する。 

（5）災害予知施設等の計画 

気象観測・土石流センサー・監視カメラ等の山地災害監視・警報シ

ステム、観測・監視局等の設置位置・方式等について計画する。 

（6）事業量の算定 

計画する治山施設、森林整備及び附帯施設等の工種別構造・数量・

金額について取りまとめるとともに、施工の優先順位を定める。 

全体計画図の策定  計画対象区域、荒廃地等の現況、整備計画量、治山施設及び森林整備

箇所の配置、施工の優先順位等、一体的に明示した図面を作成する。 

照 査  計画・立案した内容が調査目的に合致しているか、設計や工事等に十

分に役立つか等について、調査着手時、調査の中間、成果品提出前の各

段階において総合的に照査を行うとともに、図表や説明文、数量及び概

算工事費等に誤りがないか確認する。 

報 告 書 等 の 作 成  調査目的・項目・方法及び調査収集資料の総合的な分析・検討を踏ま

え、計画策定の基本方針並びに計画等の内容・調査結果の提言等につい

て取りまとめる。 

 



１－４ 事業別調査項目選定表 

 タイプ区分 施設整備主体タイプ 森林整備主体タイプ 複合タイプ 

事 業 名 

復

旧

治

山 

予

防

治

山 

水

土

保

全

治

山 

海

岸

防

災

林

造

成 

土
砂
流
出
防
止
林
造
成 

防

風

林

造

成 

保

安

林

整

備 

共

生

保

安

林

整

備 

水

源

地

域

整

備 
な
だ
れ
防
止
林
造
成 

 

調査項目 

 

予備調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

現地踏査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

地形・地質・土壌等調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

海象・漂砂調査    ○       

林況、植生調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

気象調査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

水文調査 ● ● ●      ●  

荒廃地等調査 ○ ○ ○  ○   ○ ○  

荒廃森林調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

海岸荒廃現況調査    ○       

風害調査      ○ ○    

なだれ調査          ○ 

火山特性調査 ● ● ●      ●  

環境調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

社会的 

特 性 

調 査 

既往災害及び法令・規制等調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

保全対象調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

防災施設等調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

総合検討及び基本方針の策定 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

全 体 

計 画 

の作成 

基本事項の策定 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

施設等整備計画 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

森林整備計画 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

管理道等整備計画 ● ● ●    ● ● ●  

災害予知施設等の計画 ● ● ●        

事業量の算定 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

全体計画図の作成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

照査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

報告書の作成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

打合せ協議 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

（注）１. 各事業毎の調査項目は、上表の○又は●で示すものを標準とし、事業の目的及び対象地の状

況等に応じて適宜増減することができる。 

   ２. ○は面積補正があるもの 

   ３. ●は面積補正がないもの  



１－５ 施設整備主体タイプ標準歩掛表 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－５－１ 予備調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

予 備 調 査 

外業          

内業  0.76  0.92 0.76    

計  0.76  0.92 0.76    

 

（注）本歩掛は、調査対象面積によって補正するものとし、補正は「第２章第１の１－２事業区分別

対象面積補正率表」を用い算定する。 

   

      積算歩掛＝歩掛×補正率 

 

   

１－５－２ 現地踏査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

現 地 踏 査 

外業 0.74 0.74 1.48 1.48 1.24 2.24    

内業    0.82 0.66 1.16  1.00 

計 0.74 0.74 1.48 2.30 1.90 3.40  1.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

対象事業 

①復旧治山 

②予防治山 

③水土保全治山 

④海岸防災林造成 

 



１－５－３ 地形・地質・土壌等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

地形・地質・ 

土 壌 等 調 査 

外業   1.50 1.50  2.25 2.00   

内業   1.66 2.66  2.33  2.00 

計   3.16 4.16  4.58 2.00 2.00 

 

（注）１．対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

２．森林土壌に対する土壌断面調査、土壌孔隙試験を行う場合は、「第５山地治山等調査業

務共通歩掛５－１－４土壌調査」による。 

   

 

１－５－４ 海象・漂砂調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

海 象 ・ 漂 砂 

調 査 

外業  0.69 1.38 0.88 1.19 1.19    

内業   1.34 0.84 0.67 1.17  1.00 

計  0.69 2.72 1.72 1.86 2.36  1.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

 

   

１－５－５ 林況、植生調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

林 況 、 植 生 

調 査 

外業    0.92 1.21 1.21    

内業    0.82  1.16  1.00 

計    1.74 1.21 2.37  1.00 

 

 （注）１．対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

    ２. コドラート法、ライントランセクト法、立木調査を行う場合は、「第５山地治山等調査業

務共通歩掛５－１－４植生調査」による。 

   

   



１－５－６ 気象調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

気 象 調 査 

外業      0.68    

内業      0.68  1.00 

計      1.36  1.00 

 

 （注）現地に観測機器を設置する降水量・降雪量・気温・風向・風雪・積雪深の調査を行う場合は

「第５山地治山等調査業務共通歩掛５－１－１気象観測等」による。 

 

１－５－７ 水文調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

水 文 調 査 

外業      0.68    

内業     0.68 0.68   

計     0.68 1.36   

 

 （注）現地に観測機器を設置する降水量調査及び流量観測を行う場合は、「第５山地治山等調査業務

共通歩掛５－１－１の１降水量観測並びに５－１－３の２流量観測」による。 

 

 

１－５－８ 荒廃地等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

荒廃地等調査 

外業 
1.43 

 

1.43 

1.40 

2.86 3.36 

1.80 

 2.93 

3.40 

1.50 

3.00 

  

内業 
1.50 

0.68 

 3.00 

1.36 

4.50 

1.36 

 3.00  2.50 

1.00 

計 
2.93 

0.68 

1.43 

1.40 

5.86 

1.36 

7.86 

3.16 

 5.93 

3.40 

1.50 

3.00 

2.50 

1.00 

 

（注）１．対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

   ２． 土石流対策の治山施設を計画する場合は、上段の人工数に下段の人工数を加えて計上する。 

 



１－５－９ 荒廃森林調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

荒廃森林調査 

外業    0.72  0.61 1.50   

内業    0.72  0.61  1.50 

計    1.44  1.22 1.50 1.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

    

 

１－５－10 海岸荒廃現況調査  

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

海岸荒廃現況

調 査 

外業 1.43 1.43 2.86 3.36  2.93 1.50   

内業 1.50  3.00 4.50  3.00  2.50 

計 2.93 1.43 5.86 7.86  5.93 1.50 2.50 

 

 （注）１．対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

    ２．構造物等の設置位置を決定するために、地盤に対する詳細な調査が必要な場合は、「第１

部地質調査業務第３章第４土質調査（海岸）」に準ずる。 

 

 

１－５－11 火山特性調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

火山特性調査 

外業   1.46 1.46 1.23 1.23 1.00   

内業    1.52 1.26 1.26  2.00 

計   1.46 2.98 2.49 2.49 1.00 2.00 

 

 

 

 

 

 



１－５－12 環境調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

環 境 調 査 

外業   0.72  0.61     

内業    0.92 1.21 1.21  1.50 

計   0.72 0.92 1.82 1.21  1.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

   

 

１－５－13 社会的特性調査 

１ 既往災害及び法令・規制等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

既往災害及び

法令・規制等

調 査 

外業          

内業   1.06 1.56 2.28 2.28  2.00 

計   1.06 1.56 2.28 2.28  2.00 

 

（注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

    

 

２ 保全対象調査 

                                                                     （１地区当たり）   

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

保全対象調査 

外業 0.79  1.58 2.58  2.29    

内業   0.76 1.26    0.50 

計 0.79  2.34 3.84  2.29  0.50 

 

（注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

 

 

 

 

 



３ 防災施設等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

防 災 施 設 等 

調 査 

外業    0.92 1.21 1.21 2.00   

内業     0.76 1.26  1.00 

計    0.92 1.97 2.47 2.00 1.00 

 

（注）対象面積による補正は、「１－５－１予備調査」に準ずる。 

 

１－５－14 総合検討及び基本方針の策定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

総合検討及び

基 本 方 針 の 

策 定 

外業          

内業  1.37 2.74 2.74 1.87 0.87   

計  1.37 2.74 2.74 1.87 0.87   

 

１－５－15 基本事項の策定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

基 本 事 項 の 

策 定 

外業          

内業 1.43 2.23  3.66  3.13  1.70 

計 1.43 2.23  3.66  3.13  1.70 

 

１－５－16 施設等整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

施 設 等 

整 備 計 画 

外業          

内業  2.65 4.30 4.30  3.65  4.00 

計  2.65 4.30 4.30  3.65  4.00 



１－５－17 森林整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

森林整備計画 

外業          

内業  0.70 1.40 1.40  1.20  2.00 

計  0.70 1.40 1.40  1.20  2.00 

 

１－５－18 管理道等整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

管 理 道 等 

整 備 計 画 

外業          

内業  0.80  2.60  1.30  2.00 

計  0.80  2.60  1.30  2.00 

 

１－５－19 災害予知施設等の計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

災害予知施設

等 の 計 画 

外業          

内業   1.40 1.40  1.20   

計   1.40 1.40  1.20   

 （注）電波調査等を必要とする場合は、別途積算する。 

    

１－５－20 事業量の算定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

事業量の算定 

外業          

内業    1.46  1.23   

計    1.46  1.23   

 



１－５－21 全体計画図の作成 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

全体計画図

の 作 成 

外業          

内業        （3.50） 

計        （3.50） 

 （注）原則として、治山全体計画の作成のうちの他の歩掛に計上されているため、積み上げ積算を

必要としない。 

   

１－５－22 照査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

照 査 

外業          

内業  0.88  1.06     

計  0.88  1.06     

 

１－５－23 報告書等の作成 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

報 告 書 等 の 

作 成 

外業          

内業  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.00 

計  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２ 山地治山等調査業務（森林整備主体タイプ） 

 

２－１ 調査の構成及び内容等 

  調査の構成及び作業内容等は、第１の１－１から１－４に準ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２－１ 予備調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

予 備 調 査 

外業          

内業  0.76  0.92 0.76    

計  0.76  0.92 0.76    

 

 （注）本歩掛は、調査対象面積によって補正するものとし、補正は「第２章第１の１－２事業区分

別対象面積補正率表」を用い算定する。 

   

      積算歩掛＝歩掛×補正率 

 

２－２－２ 現地踏査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

現 地 踏 査 

外業 0.74 0.74 1.48 1.48 1.24 2.24    

内業    0.82 0.66 1.16  1.00 

計 0.74 0.74 1.48 2.30 1.90 3.40  1.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

対象事業 

①土砂流出防止林造成 

②防風林造成 

③保安林整備 

④共生保安林整備 

 

 



２－２－３ 地形・地質・土壌等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

地形・地質・ 

土 壌 等 調 査 

外業   1.50 1.50  2.25 2.00   

内業   1.66 2.66  2.33  2.00 

計   3.16 4.16  4.58 2.00 2.00 

 

（注）１．対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

２．森林土壌に対する土壌断面調査、土壌孔隙試験を行う場合は、「第５山地治山等調査業

務共通歩掛５－１－２土壌調査」による。 

 

２－２－４ 林況、植生調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

林 況 、 植 生 

調 査 

外業    0.92 1.21 1.21    

内業    0.82  1.16  1.00 

計    1.74 1.21 2.37  1.00 

 

（注）１．対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

     ２. コドラート法、ライントランセクト法、立木調査を行う場合は、「第５山地治山等調査業

務共通歩掛５－１－４ 植生調査、立木調査」による。 

 

２－２－５ 気象調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

気 象 調 査 

外業      0.68    

内業      0.68  1.00 

計      1.36  1.00 

 

 （注）現地に観測機器を設置する降水量・降雪量・気温・風向・風雪・積雪深の調査を行う場合は

「第５山地治山等調査業務共通歩掛５－１－１気象観測等」による。 

 

 

 



２－２－６ 荒廃地等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

荒廃地等調査 

外業   1.38 0.88  1.69 0.50   

内業   0.72   0.61  0.50 

計   2.10 0.88  2.30 0.50 0.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

 

２－２－７ 荒廃森林調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

荒廃森林調査 

外業    0.72  0.61 1.50   

内業    0.72  0.61  1.50 

計    1.44  1.22 1.50 1.50 

 

（注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

    

２－２－８ 風害調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

風 害 調 査 

外業  0.66 0.82 0.82 1.16 1.16    

内業    1.46  1.23  1.00 

計  0.66 0.82 2.28 1.16 2.39  1.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

      

 

 

 

 

 

 

 



２－２－９ 環境調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

環 境 調 査 

外業   0.72  0.61     

内業    0.92 1.21 1.21  1.50 

計   0.72 0.92 1.82 1.21  1.50 

 

（注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

    

 

２－２－10 社会的特性調査 

１ 既往災害及び法令・規制等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

既往災害及び

法令・規制等

調 査 

外業          

内業   1.06 1.56 2.28 2.28  2.00 

計   1.06 1.56 2.28 2.28  2.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

   

 

２ 保全対象調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

保全対象調査 

外業 0.79  1.58 2.58  2.29    

内業   0.76 1.26    0.50 

計 0.79  2.34 3.84  2.29  0.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

 

 

 

 

 



３ 防災施設等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

防 災 施 設 等 

調 査 

外業    0.92 1.21 1.21 2.00   

内業     0.76 1.26  1.00 

計    0.92 1.97 2.47 2.00 1.00 

 

（注）対象面積による補正は、「２－２－１予備調査」に準ずる。 

    

 

２－２－11 総合検討及び基本方針の策定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

総合検討及び 

基 本 方 針 の 

策 定 

外業          

内業  0.80 2.10 2.60 1.80 0.80   

計  0.80 2.10 2.60 1.80 0.80   

 

 

２－２－12 基本事項の策定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

基 本 事 項 の 

策 定 

外業          

内業 0.97 1.47  3.94  3.47  2.00 

計 0.97 1.47  3.94  3.47  2.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－２－13 施設等整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

施 設 等 整 備 

計 画 

外業          

内業 
  

1.30 

 

2.60 

1.64 

1.60 

 2.32   

4.00 

計 
  

1.30 

 

2.60 

1.64 

1.60 

 2.32   

4.00 

 

 （注）１．下段は、簡易治山施設に加え、治山ダム・土留工等の治山施設を計画する場合に、上段

の人工数を加えて計上する。 

 

２－２－14 森林整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

森林整備計画 

外業          

内業  1.07  6.14  1.57  2.00 

計  1.07  6.14  1.57  2.00 

 

 

２－２－15 管理道等整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

管理道等整備

計 画 

外業          

内業  0.80  2.60  1.30  2.00 

計  0.80  2.60  1.30  2.00 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－２－16 事業量の算定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

事業量の算定 

外業          

内業    1.46  1.23   

計    1.46  1.23   

 

２－２－17 全体計画図の作成 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

全 体 計 画 

図 の 作 成 

外業          

内業        （3.50） 

計        （3.50） 

 

 （注）原則として、治山全体計画の作成のうちの他の歩掛に計上されているため、積み上げ積算を

必要としない。 

 

２－２－18 照査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

照 査 

外業          

内業  0.88  1.06     

計  0.88  1.06     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－２－19 報告書等の作成 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

報 告 書 等 の 

作 成 

外業          

内業  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.00 

計  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.00 

 

 

第３ 山地治山等調査業務（複合タイプ） 

 

３－１ 調査の構成及び内容等 

  調査の構成及び作業内容等は、第１の１－１から１－４に準ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

３－２－１ 予備調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

予 備 調 査 

外業          

内業  0.76  0.92 0.76    

計  0.76  0.92 0.76    

 

（注）本歩掛は、調査対象面積によって補正するものとし、補正は「第２章第１の１－２事業区分

別対象面積補正率表」を用い算定する。 

   

      積算歩掛＝歩掛×補正率 

 

  

対象事業 

①水源地域整備 

②なだれ防止林造成 



３－２－２ 現地踏査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

現 地 踏 査 

外業 0.74 0.74 1.48 1.48 1.24 2.24    

内業    0.82 0.66 1.16  1.00 

計 0.74 0.74 1.48 2.30 1.90 3.40  1.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

 

３－２－３ 地形・地質・土壌等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

地形・地質・ 

土 壌 等 調 査 

外業   1.50 1.50  2.25 2.00   

内業   1.66 2.66  2.33  2.00 

計   3.16 4.16  4.58 2.00 2.00 

 

 （注）１．対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

     ２. 森林土壌に対する土壌断面調査、土壌孔隙試験を行う場合は、「第５山地治山等調査業務

共通歩掛５－１－２ 土壌調査」による。 

 

３－２－４ 林況、植生調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

林 況 、 植 生 

調 査 

外業    0.92 1.21 1.21    

内業    0.82  1.16  1.00 

計    1.74 1.21 2.37  1.00 

 

 （注）１．対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

    ２.コドラート法、ライントランセクト法、立木調査を行う場合は、「第５山地治山等調査業

務共通歩掛５－１－４植生調査」による。 

   

 

 

 



３－２－５ 気象調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

気 象 調 査 

外業      0.68    

内業      0.68  1.00 

計      1.36  1.00 

 

 （注）現地に観測機器を設置する降水量・降雪量・気温・風向・風雪・積雪深の調査を行う場合は

「第５山地治山等調査業務共通歩掛５－１－１気象調査」による。 

 

３－２－６ 水文調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

水 文 調 査 

外業      0.68    

内業     0.68 0.68   

計     0.68 1.36   

 

 （注）現地に観測機器を設置する降水量調査及び流量観測を行う場合は、「第５山地治山等調査業務

共通歩掛５－１－１の１降水量観測並びに５－１－３の２流量観測」による。 

 

３－２－７ 荒廃地等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

荒廃地等調査 

外業   1.38 0.88  1.69 0.50   

内業   0.72   0.61  0.50 

計   2.10 0.88  2.30 0.50 0.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

 

 

 

 

 

 



３－２－８ 荒廃森林調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

荒廃森林調査 

外業    0.72  0.61 1.50   

 

 

内業    0.72  0.61  1.50 

計    1.44  1.22 1.50 1.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

 

３－２－９ なだれ調査  

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

な だ れ 調 査 

外業 0.71 0.71 1.42 1.42 1.21 1.21    

内業    1.46  1.23  1.00 

計 0.71 0.71 1.42 2.88 1.21 2.44  1.00 

 

 （注）１．対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

    ２．現地での積雪深等の調査が必要な場合は、「第５山地治山等調査業務共通歩掛５－１－１

の４積雪深観測」による。 

 

３－２－10 火山特性調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

火山特性調査 

外業   1.46 1.46 1.23 1.23 1.00   

内業    1.52 1.26 1.26  2.00 

計   1.46 2.98 2.49 2.49 1.00 2.00 

 

 

 

 

 

 

 

 



３－２－11 環境調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

環 境 調 査 

外業   0.72  0.61     

内業    0.92 1.21 1.21  1.50 

計   0.72 0.92 1.82 1.21  1.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

   

 

３－２－12 社会的特性調査 

１ 既往災害及び法令・規制等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

既往災害及び

法令・規制等

調 査 

外業          

内業   1.06 1.56 2.28 2.28  2.00 

計   1.06 1.56 2.28 2.28  2.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

 

２ 保全対象調査 

                                                                     （１地区当たり）   

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

保全対象調査 

外業 0.79  1.58 2.58  2.29    

内業   0.76 1.26    0.50 

計 0.79  2.34 3.84  2.29  0.50 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１ 予備調査」に準ずる。 

 

 

 

 

 

 



３ 防災施設等調査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

防 災 施 設 等 

調 査 

外業    0.92 1.21 1.21 2.00   

内業     0.76 1.26  1.00 

計    0.92 1.97 2.47 2.00 1.00 

 

 （注）対象面積による補正は、「３－２－１予備調査」に準ずる。 

 

３－２－13 総合検討及び基本方針の策定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

総合検討及び

基 本 方 針 の 

策 定 

外業          

内業  0.80 2.10 2.60 1.80 0.80   

計  0.80 2.10 2.60 1.80 0.80   

 

３－２－14 基本事項の策定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

基 本 事 項 の 

策 定 

外業          

内業 0.97 1.47  3.94  3.47  2.00 

計 0.97 1.47  3.94  3.47  2.00 

 

３－２－15 施設等整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

施 設 等 

整 備 計 画 

外業          

内業  1.40 2.80 2.80  2.40  4.00 

計  1.40 2.80 2.80  2.40  4.00 



３－２－16 森林整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

森林整備計画 

外業          

内業  0.71  1.42  1.21  2.00 

計  0.71  1.42  1.21  2.00 

 

３－２－17 管理道等整備計画 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

管 理 道 等 

整 備 計 画 

外業          

内業  0.80  2.60  1.30  2.00 

計  0.80  2.60  1.30  2.00 

 

３－２－18 事業量の算定 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

事業量の算定 

外業          

内業    1.46  1.23   

計    1.46  1.23   

 

３－２－19 全体計画図の作成 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

全体計画図

の 作 成 

外業          

内業        （3.50） 

計        （3.50） 

 （注）原則として、治山全体計画の作成のうちの他の歩掛に計上されているため、積み上げ積算を

必要としない。 



３－２－20 照査 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

照 査 

外業          

内業  0.88  1.06     

計  0.88  1.06     

 

３－２－21 報告書等の作成 

                                                                        （１地区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

 

 

 

技術者の 

名称 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査項目  

報 告 書 等 の 

作 成 

外業          

内業  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.00 

計  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第４ 治山流域別調査 

 

４－１ 適用範囲 

本歩掛は、治山流域別調査に適用する。 

調査は、原則として支流域ごとに行うものとする。 

調査の区分は、単位流域ごとに「全面的に調査を必要とする流域」又は「部分的に調査を必要とす

る流域」に区分し支流域で集計するものとする。 

 

４－２ 業務費の内容 

 

                 準  備     資料収集 

                          予備調査 

 

                 外  業     現地踏査 

                          現地調査 

  

                 内  業     空中写真判読 

                          資料作成 

                          計画設計 

 

                 報告書作成 

 

                 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４－３ 調査項目別作業内容 

 

調 査 項 目 作 業 内 容 

準 備 調査対象地域の調査方針の策定 

 資 料 収 集  森林管理署及び公所等において、対象地の荒廃状況等の概況、森林施

業等に係る資料の収集、打合せを行う。 

 予 備 調 査  収集資料及び既存の調査・研究資料等に基づき自然的特性、荒廃現況

等を整理し、調査方針を決定する。 

外 業  

 現 地 踏 査  現地調査に先立って、自動車道・眺望点及び沢口等に入り、調査対象

流域の状況等を概括的に把握し、調査方法・内容等の統一を図る。 

 現 地 調 査 ア 荒廃地現況等 

  ・地況、林況、植生等の自然的特性調査 

  ・荒廃地調査、荒廃危険地調査、荒廃森林調査、地すべり調査、自

然環境調査 

  ・既存のすべての治山施設並びに災害等により被災した治山施設等

について、別に示す調査要領に基づき現況を把握するものとする。 

イ 既往防災施設等 

  荒廃地に関連する治山施設の施工状況並びに、砂防・多目的ダム等

他省庁の施工に係る防災施設等の施工状況を調査する。 

ウ 治山施設等計画 

  治山施設及び保安林整備等の計画に当たって必要とする施設等の位

置・工種・構造・面積等についての概略を把握するとともに、附帯施

設等の必要性について調査する。 

エ 社会的特性 

  気象及び地震災害等による被害の状況・区域・発生年月日等の既往

災害記録、人家・農耕地・公共施設等の保全対象、保安林・山地災害

危険地区等の法規制状況等について調査する。 

内 業  

 空中写真判読  現地調査で発見できない箇所又は、近づくことの困難であった箇所等

を含め、現地調査の精度の向上を図るため、空中写真判読調査により補

完する。 

 資 料 作 成 

 

 調査諸表を分析・検討・整理して、調査対象流域の荒廃状況総括表及

び事業別総括表を作成するものとする。 

 取りまとめに当たっては、流域位置図、調査図に流域界、荒廃の現況、

既設及び新規に計画する治山施設等並びに森林施業等の必要な事項を図

示するものとする。 

計 画 設 計 調査結果に基づいて、治山施設等の整備対策を総合的に分析・検討し、

事業計画の基本方針を策定の上、適切な工種・工法の選定と施設の配置

を図り、数量及び施工の優先度等を定める。 

報 告 書 作 成  各調査項目及び調査収集資料の総合的な分析検討結果を踏まえて流域

保全上必要とされる施設計画の基本方針及び計画内容、治山施設の個別

的説明等について取りまとめる。 

そ の 他  調査内容の妥当性について検討するため、必要に応じて学識経験者等

の意見を聴くものとする。 

 

 



４－４ 治山流域別調査標準歩掛 

１ 準備 

（１事業区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 
機
械
器
具
費 

及
び
材
料
費
等 

 

 
技術者の 

名称 
技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 調査項目  

資 料 収 集 外業 0.70 0.70 1.40 1.90  0.70   直接人

件費の

2.0％ 

予 備 調 査 内業  0.72   0.72 1.22   

計 0.70 1.42 1.40 1.90 0.72 1.92   

 

 （注）１．本歩掛は、標準的なものであり、地域の実態により補正できるものとする。 

    ２．本歩掛の他に作業員等を必要とする場合は、別途積算する。 

    ３．現地調査が不可能で、大部分を空中写真の判読による場合には補正を行うものとする。 

 

２ 全面的に調査を必要とする流域 

前回調査以降、降雨、災害の発生状況等による荒廃状況等の変化等が著しく、全面的に現地調査

を必要とする流域に適用とする（原則として単位流域ごとに区分する。）。 

（5000ha当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 
機
械
器
具
費 

及
び
材
料
費
等 

 

 
技術者の 

名称 
技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 調査項目  

現 地 踏 査 外業 0.70 0.70 1.40 1.40 1.20 0.70   

直接人

件費の

2.0％ 

現 地 調 査 外業 2.34 6.84 8.18 10.18 8.84 5.34   

空中写真判読 内業  0.67 0.84 1.34 1.17    

資 料 作 成 内業  4.72 5.94 7.94 8.72 6.22   

計 画 設 計 内業 1.51 3.51 3.02 4.02 1.01 1.51   

計 4.55 16.44 19.38 24.88 20.94 13.77   

 

 （注）１．本歩掛は、標準的なものであり、地域の実態により補正できるものとする。 

    ２．本歩掛の他に作業員等を必要とする場合は、別途積算する。 

    ３．現地調査が不可能で、大部分を空中写真の判読による場合には補正を行うものとする。 

  



３ 部分的に調査を必要とする流域 

前回調査以降の荒廃状況の変化等は、前項２の「全面的に調査を必要とする流域」に至らないが、

部分的に現地調査を必要とする流域に適用する（原則として単位流域ごとに区分する。）。 

（5000ha当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 
機
械
器
具
費 

及
び
材
料
費
等 

 

 
技術者の 

名称 
技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 調査項目  

現 地 踏 査 外業  0.64 0.78 0.78 1.14 0.64   

直接人

件費の

2.0％ 

現 地 調 査 外業 1.23 2.73 4.46 6.96 5.73 2.23   

空中写真判読 内業  0.67 0.84 1.34 1.17    

資 料 作 成 内業  1.68 3.36 4.86 6.18 3.18   

計 画 設 計 内業 0.71 1.21 1.42 1.42 0.71 0.71   

計 1.94 6.93 10.86 15.36 14.93 6.76   

 

 （注）１．本歩掛は、標準的なものであり、地域の実態により補正できるものとする。 

    ２．本歩掛の他に作業員等を必要とする場合は、別途積算する。 

    ３．現地調査が不可能で、大部分を空中写真の判読による場合には補正を行うものとする。 

 

４ 報告書作成  

（１事業区当たり） 

 直接費 直 接 人 件 費 労務費 
機
械
器
具
費 

及
び
材
料
費
等 

 

 
技術者の 

名称 
技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 調査項目  

報告書作成 

外業         直接人

件費の

2.0％ 

内業 0.97 1.97 2.44 3.94  4.47   

計 0.97 1.97 2.44 3.94  4.47   

 

 

４－５ 歩掛の補正 

４－４の１、２及び３については、次の級別区分による補正係数を乗じて算出するものとするが、

補正係数は標準的なものであり、地域の実態により補正係数を別途定めることができる。 

 

１ 級別区分の因子  

   歩掛の補正に必要な因子である級別区分の因子の算定方法は、以下のとおりとする。 

 

山腹荒廃度 

前回調査における一般荒廃地の箇所数 

 

× 一般荒廃地の箇所数  をもってあらわす。 

 

渓流荒廃度 

前回調査における渓流荒廃度 

 

        （ｍ） をもってあらわす。 

 

5,000ha 

支流域面積 

 荒廃渓流延長 

 支流域面積 



 

 

谷密度 

 

前回調査の資料等を活用する。5 万分の 1 地形図を使用し 

 

谷密度＝        （ｍ）をもってあらわす。 

 

河川総延長は、本流及び支流の総計とする。 

谷頭は、5 万分の 1 地形図において、b ＞a をもって判断する。 

地勢 
5 万分の 1 地形図を使用し、崩壊地が比較的集中する地点の標高と行

動基点の標高差をもってあらわす。 

林道密度 

 

林道密度 ＝          （ｍ）をもってあらわす。 

 

単位流域数 前回調査における単位流域数をもってあらわす。 

 

２ 採点等の基準  

   前記１で求めた級別区分の因子について、それぞれの点数若しくは係数を判定する。 

 

基準の区分 

 

級別区分因子 

a b c d e 

主 因 子 

点 数 5 4 3 2 1 

山腹荒廃度 
150 ヵ所 

以上 

70～150ヵ所 

未満 

20～70 ヵ所 

未満 

10～20 ヵ所 

未満 

10 ヵ所 

未満 

渓流荒廃度 
3m 

以上 

1.0～3.0m 

未満 

0.3～1.0m 

未満 

0.01～0.3m 

未満 

0.01m 

未満 

谷 密 度 
16m 

以上 

12～16m 

未満 

8～12m 

未満 

4～8m 

未満 

4m 

未満 

制約因子 

係 数 1.2 1.1 1.0 0.9 0.8 

地 勢 
1000m 

以上 

600～1000m 

未満 

400～600m 

未満 

200～400m 

未満 

200m 

未満 

林 道 密 度 
1m 

未満 

1～3m 

未満 

3～5m 

未満 

5～7m 

未満 

7m 

以上 

単位流域数 
16 ヵ所 

以上 

12～16 ヵ所 

未満 

8～12 ヵ所 

未満 

4～8 ヵ所 

未満 

4 ヵ所 

未満 

 

 

３ 級別区分の決定及び歩掛の補正係数 

外業及び内業に分け、前記２で求めたそれぞれの点数又は係数を使用し各々次により級別区分を

判定し、補正係数を求めるものとする。 

 

（１）外業の級別区分の係数（X1） 

X1＝（山腹荒廃度の点数＋渓流荒廃度の点数＋谷密度の点数） 

   ×（林道密度の係数×地勢の係数） 

  

国有林内林道延長 

支流域面積 

 河川総延長 

 支流面積 

b 
a 



（２）内業の級別区分の係数（X2） 

X2＝（山腹荒廃度の点数＋渓流荒廃度の点数）×（単位流域数の係数） 

 

区 分 
外  業 内  業 

補正係数 
X1 の範囲 X2 の範囲 

A 極難 15.73 以上 9.9 以上 1.2 

B 難 10.80～15.72 7.0～9.8 1.1 

C 中 6.72～10.79 4.5～6.9 1.0 

D 易 3.24～6.71 2.4～4.4 0.9 

E 極易 3.23 以下 2.3 以下 0.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第５ 山地治山等調査業務共通歩掛 

 

５－１ 適用範囲 

この歩掛は、山地治山等調査において、気象観測、土壌調査及び植生調査等を実施する場合に適用

する。 

 

５－１－１ 気象観測等 

１ 降水量観測 

（１）設置 

(1 箇所当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技師A 人 0.50  

普通作業員 人 1.00  

材 料 費 雑品 式 1.0 

木杭（4 本 L＝1.8m 6cm×6cm）、 

板材（0.05m3）及び雑材料 

人件費等の 9% 

 

（２）観測及び資料整理 

(1 箇月当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技術員 人 0.55  

図工 人 0.30  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 1％ 

機械器具損料 雨量計 日 30.0  

（注）１．自己雨量計（7 日巻）使用、1 週間 1 回記録紙取替え。 

２．成果品は測定値表、日降雨量グラフを標準とする。 

 

２ 気温観測 

（１）設置 

(1 箇所当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技師Ａ 人 0.50  

普通作業員 人 2.50 百葉箱設置 1.5  計器取付 1.0 

材 料 費 
百葉箱 式 1.0  

雑品 式 1.0 上記材料費の 4％ 

 

（２）観測及び資料整理 

(1 箇月当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技術員 人 0.55  

図工 人 1.00  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 2％ 

機械器具損料 計器 日 30.0  

 

  



３ 風向・風速観測 

（１）設置 

(1 箇所当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技師Ａ 人 0.60  

普通作業員 人 1.50  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 3％ 

 

（２）観測及び資料整理 

(1 箇月当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技術員 人 0.54  

図工 人 1.10  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 1％ 

機械器具損料 計器 日 30.0  

 

４ 積雪深観測 

（１）設置 

(1 箇所当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技師Ａ 人 0.08  

普通作業員 人 1.80  

材 料 費 
標柱 式 1.0  

雑品 式 1.0 人件費等の 4％ 

 

（２）観測及び資料整理 

(1 箇月当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技術員 人 1.15  

図工 人 1.00  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 1％ 

 

 

５－１－２ 土壌調査 

 

１ 土壌断面調査 

(1 箇所当たり) 

種  別 細  目 単位 

数量 

幅 1m×長 2m 

深 1～1.5m 

数量 

幅 1m×長 2m 

深 1.5～3m 

摘  要 

人件費等 

技師Ａ 人 0.10 0.10  

技師Ｂ 人 0.20 0.20  

普通作業員 人 1.05 1.89  

図工 人 0.15 0.30  

        （注）１．掘削土量は、深さ 1～1.5m で 2.5m3、1.5～3m で 4.5m3である。 

 

 

 

 



２ 土壌孔隙試験 

(1 資料当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技師Ｂ 人 0.20  

技術員 人 0.50  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 2％ 

機械器具損料 恒温乾燥炉 式 1.0  

 

５－１－３ 浸透能試験、流量観測等 

 

１ 浸透能試験 

(1 孔当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 

技師Ａ 人 0.07  

技術員 人 0.30  

普通作業員 人 0.20  

図工 人 0.10  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 2％ 

機械器具損料 浸透計その他 式 1.0  

         （注）１．本表は、測定・解析を含む歩掛である。 

 

２ 流量観測 

（１）設置 

(1 箇所当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 

技師Ａ 人 1.00  

技術員 人 1.00  

普通作業員 人 3.00  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 2％ 

 

（２）観測及び資料整理 

(1 箇月当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 
技師Ａ 人 0.10  

技術員 人 1.40  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 1％ 

機械器具損料 水位計、流速計等 日 30.0  

（注）１．自己水位計（７日巻）、1週間１回記録用紙取替え。 

   ２．成果品は測定値標表、水位変動グラフを標準とする。 

 

  



５－１－４ 植生調査、立木調査 

 

１ コドラート法 

(面積当たり) 

種  別 細  目 単位 
数量 

摘  要 
草本 1m2 木本 100m2 

人 件 費 等 

技師Ｂ 人 0.13 0.25  

技術員 人 0.13 0.25  

普通作業員 人 0.13 0.25  

材 料 費 雑品 式 1.0 1.0 人件費等の１％ 

 

２ ライントランセクト法 

(ライン延長当たり) 

種  別 細  目 単位 
数量 

摘  要 
草本 1m 木本 10m 

人 件 費 等 

技師Ｂ 人 0.06 0.13  

技術員 人 0.06 0.13  

普通作業員 人 0.06 0.13  

材 料 費 雑品 式 1.0 1.0 人件費等の１％ 

 

３ 立木調査 

(1ha 当たり) 

種  別 細  目 単位 数量 摘  要 

人 件 費 等 

技師Ｂ 人 0.50  

技術員 人 2.00  

普通作業員 人 2.00  

材 料 費 雑品 式 1.0 人件費等の 2％ 

 



第３章 林道関係事業計画作成等業務標準歩掛 

 

第１ 路線全体計画調査 

 

１－１ 適用範囲 

路線全体計画調査は、森林基幹道、森林管理道、森林施業道等を整備する場合における全体計画を

策定する業務に適用する。 

 

１－２ 調査費の構成（歩掛の構成） 

   

調査準備等 調査準備等 

 資料収集 

社会特性調査  社会環境調査 

 地域路網調査 

生活環境調査  生活環境調査 

森林施業等調査     地域林業の振興に関する調査 

         森林資源に関する調査 

     森林の総合利用に関する調査    

路線計画の策定  開設目的 

 基本計画の策定 

自然環境等調査  地形調査 

 地質調査 

 気象調査 

 植物調査 

 動物調査 

 荒廃地調査 

 土地利用調査 

 水系利用調査 

 文化財調査 

 法令・規制等調査 

 森林レクリェーション調査 

 景観調査 

全体計画作成 計画の立案                         路線選定・比較路線の検討 

      図上測設 

      現地踏査 

      現地測設 

 総合解析    山地保全図作成・解析 

      自然環境調査図作成・解析 

 全体計画図・事業費の積算  平面図 

      縦断・横断図 

打合せ協議  打合せ協議    構造図 

照査  照査     積算 

成果品  調査報告書の作成 

  



１－３ 路線全体計画調査標準歩掛（基幹道） 

 

１－３－１ 調査標準等 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調 査 準 備 等 
外業         人件費の

3％以内 内業  3.75 4.50      

資 料 収 集 
外業         人件費の

3％以内 内業    2.94 2.47    

 

 

１－３－２ 社会的特性調査 

                                                        （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

社会環境調査 
外業   1.28 0.78   2.00  人件費の

5％以内 内業         

地域路網調査 
外業   1.28 0.78   2.00  人件費の

5％以内 内業         

 

                          

１－３－３ 生活環境調査 

                                                   （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

集 落 調 査 
外業   0.88 1.38  1.69 1.00  内 業 の

10％以内 内業    1.44 1.22 0.72  1.50 

活 性 化 ・ 

定 住 化 調 査 

外業   0.78 1.28 0.64    内 業 の

10％以内 内業    1.36 0.68 0.68  1.00 

 

                          

 

 

 

 

 



１－３－４ 森林施業等調査 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

地域林業の振興

に関する調査 

外業   1.28 0.78   2.00  人件費の

5％以内 内業         

森 林 資 源 に 

関 す る 調 査 

外業   1.28 0.78   2.00  人件費の

5％以内 内業     5.48    

森林の総合利用

に関する調査 

外業   1.36    2.00  人件費の

5％以内 内業         

 

１－３－５ 路線計画の策定 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

開 設 目 的 
外業         人件費の

5％以内 内業   0.68      

基本計画の策定 
外業         人件費の

5％以内 内業  1.29 1.58 2.58     

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－３－６ 自然環境等調査 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

地 形 調 査 
外業   1.36 1.36 0.68  1.00  人件費の

5％以内 内業    2.94 2.47    

地 質 調 査 
外業   1.28 0.78   1.00  人件費の

5％以内 内業         

気 象 調 査 
外業     0.68    人件費の

5％以内 内業         

植 物 調 査 
外業  1.37 2.74 2.74 1.37  2.00  人件費の

5％以内 内業   1.90 2.90 4.45    

動 物 調 査 
外業  1.31 2.62 1.62 1.31  2.00  人件費の

5％以内 内業         

荒 廃 地 調 査 
外業   1.36 1.36 0.68  1.00  人件費の

5％以内 内業         

土地利用調査 
外業    0.68   0.50  人件費の

5％以内 内業         

水系利用調査 
外業   1.36  0.68  0.50  人件費の

5％以内 内業         

文 化 財 調 査 
外業     0.68  0.50  人件費の

5％以内 内業         

法令・規制等 

調 査 

外業   0.76 1.26   0.50  人件費の

5％以内 内業         

森林レクリェー

シ ョ ン 調 査 

外業   0.68 0.68   0.50  人件費の

5％以内 内業         

景 観 調 査 
外業   0.76 1.26   0.50  人件費の

5％以内 内業         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－３－７ 全体計画作成 

１－３－７－１ 計画の立案 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

路線選定・比較

路 線 の 検 討 

外業         人件費の

10％以内 内業 0.85 1.85 2.20 2.20 2.35    

図 上 測 設 
外業         人件費の

10％以内 内業   2.46 0.96 0.73   5.00 

現 地 踏 査 
外業   3.64  3.07    人件費の

5 ％以内 内業         

現 地 測 設 
外業  7.20 14.40 22.40 35.20  30.00  人件費の

5 ％以内 内業         

 

 

１－３－７－２ 総合解析 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

山 地 保 全 図 

作 成 ・ 解 析 

外業   0.76 0.76 1.13    人件費の

5％以内 内業   0.76 0.76 1.13    

自然環境調査図

作 成 ・ 解 析 

外業         人件費の

5％以内 内業 2.77 2.77 5.54 5.54 3.77    

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１－３－７－３ 全体計画図・事業費の積算 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

平 面 図 
外業         人件費の

3％以内 内業  1.46 2.92 2.92 3.46    

縦断・横断図 
外業         人件費の

3％以内 内業   12.48 11.48 8.74    

構 造 図 
外業         人件費の

3％以内 内業   2.84 2.84 2.42    

積 算 
外業         人件費の

3％以内 内業   5.48 5.48     

 

 

１－３－８ 打合せ協議 

  打合せ協議は、「第４部設計業務」の「第３章第１の１－１打合せ等」歩掛を準用する。 

 

１－３－９ 照査 

                                                            （1業務当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

照 査 
外業          

内業  1.47 1.74 1.74     

            

 

１－３－10 成果品 

                                                            （1業務当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査報告書の 

作 成 

外業          

内業  1.07  4.64 3.07 2.57  3.00 

            

  



１－３－11 標準歩掛の補正 

比較路線の検討に当たって、成果品を基本計画路線と同様に求める場合には、下記調査項目につい

て、それぞれ標準歩掛の補正を行うものとする。 

 

調査項目 補正係数A 補正係数B 

路線選定・比較路線の検討 0.5 0.5 

図上測設 0.5 0.5 

現地踏査 0.5 0.5 

 

      補正係数＝成果受取延長÷設計路線延長×補正係数A＋補正係数B 

 

      （注）成果品受取延長とは、比較路線について設計路線と同様の成果を求める場合の設計路線

と比較路線を総計した延長とする。 

 

 

１－４ 路線全体計画調査標準歩掛（管理道等） 

１－４－１ 調査標準等 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調 査 準 備 等 
外業         人件費の

3％以内 内業  2.50 3.00      

資 料 収 集 
外業         人件費の

3％以内 内業    2.94 2.47    

 

 

１－４－２ 社会的特性調査 

                                                        （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

社会環境調査 
外業   1.28 0.78   2.00  人件費の

5％以内 内業         

地域路網調査 
外業   0.68 0.68   2.00  人件費の

5％以内 内業         

 

                          

１－４－３ 生活環境調査 

「1－３－３生活環境調査」を準用する。 

 

 

 



１－４－４ 森林施業等調査 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

地域林業の振興

に関する調査 

外業   1.28 0.78   2.00  人件費の

5％以内 内業         

森 林 資 源 に 

関 す る 調 査 

外業   0.68 0.68   2.00  人件費の

5％以内 内業     2.74    

森林の総合利用

に関する調査 

外業   1.36    2.00  人件費の

5％以内 内業         

 

 

１－４－５ 路線計画の策定 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

開 設 目 的 
外業         人件費の

5％以内 内業   0.68      

基本計画の策定 
外業         人件費の

5％以内 内業  1.22 1.44 1.44     

            

  



１－４－６ 自然環境等調査 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

地 形 調 査 
外業   0.70 0.70 0.60  1.00  人件費の

5％以内 内業    2.20 1.85    

地 質 調 査 
外業   0.68 0.68   1.00  人件費の

5％以内 内業         

気 象 調 査 
外業     0.68    人件費の

5％以内 内業         

植 物 調 査 
外業  0.62 0.74 0.74 0.62  2.00  人件費の

5％以内 内業   0.76 0.76 1.13    

動 物 調 査 
外業  0.62 0.74 0.74 0.62  2.00  人件費の

5％以内 内業         

荒 廃 地 調 査 
外業   0.70 0.70 0.60  1.00  人件費の

5％以内 内業         

土地利用調査 
外業    0.68   0.50  人件費の

5％以内 内業         

水系利用調査 
外業   0.72  0.61  0.50  人件費の

5％以内 内業         

文 化 財 調 査 
外業     0.68  0.50  人件費の

5％以内 内業         

法令・規制等 

調 査 

外業   0.68    0.50  人件費の

5％以内 内業         

森林レクリェー

シ ョ ン 調 査 

外業   0.68    0.50  人件費の

5％以内 内業         

景 観 調 査 
外業   0.68    0.50  人件費の

5％以内 内業         

 

  



１－４－７ 全体計画作成 

１－４－７－１ 計画の立案 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

路線選定・比較

路 線 の 検 討 

外業         人件費の

10％以内 内業 0.75 1.75 1.00 1.50 1.75    

図 上 測 設 
外業         人件費の

10％以内 内業   1.28 0.78    5.00 

現 地 踏 査 
外業   2.92  2.46    人件費の

5 ％以内 内業         

現 地 測 設 
外業  4.32 10.64 16.64 26.32  30.00  人件費の

5 ％以内 内業         

 

１－４－７－２ 総合解析 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

山 地 保 全 図 

作 成 ・ 解 析 

外業   0.70 0.70 0.60    人件費の

5％以内 内業   0.70 0.70 0.60    

自然環境調査図

作 成 ・ 解 析 

外業         人件費の

5％以内 内業 0.88 0.88 3.76 1.76 3.38    

            

１－４－７－３ 全体計画図・事業費の積算 

                                                            （10km当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

平 面 図 
外業         人件費の

3％以内 内業  1.34 1.68 2.68 2.34    

縦断・横断図 
外業         人件費の

3％以内 内業   8.08 7.08 4.04    

構 造 図 
外業         人件費の

3％以内 内業   2.84 2.84 2.42    

積 算 
外業         人件費の

3％以内 内業   5.48 5.48     

 

 



１－４－８ 打合せ協議 

  打合せ協議は、「第４部設計業務」の「第３章第１の１－１打合せ等」歩掛を準用する。 

 

１－４－９ 照査 

  照査は、「1－３－９照査」を準用する。 

 

１－４－10 成果品 

                                                            （1業務当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査報告書の 

作 成 

外業          

内業  1.07  4.64 3.07 2.57  3.00 

            

１－４－11 標準歩係の補正  

「１－３－11標準歩掛の補正」を準用する。 

  



第２ 地区全体計画調査 

２－１ 適用範囲 

地区全体計画調査は、山村地域の生活基盤の整備や森林整備等を総合的に実施する等地区を対象と

した事業の事業計画を策定する業務に適用する。 

 

２－２ 地区全体計画調査の構成 

調査準備等 調査準備等 

社会特性調査  社会環境調査 

生活環境調査  集落調査 

 活性化・定住調査 

森林施業等調査     森林施業等調査 

地区事業計画の策定  基本計画の策定 

自然環境等調査  文化財、法令・規制等調査 

 動物・植物調査 

  地形・地質等調査 

全体計画作成 計画の立案                         動線計画 

      施設計画 

      森林整備計画 

 総合解析    総合解析 

 全体計画図・事業費の積算  平面図等 

   積算 

打合せ協議  打合せ協議    

照査  照査     

成果品  調査報告書の作成 

 

２－３ 全体計画作成標準歩掛 

２－３－１ 調査準備等 

                                                            （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調 査 準 備 等 
外業 1.19 0.69 0.88 1.38   1.00  内 業 の

10％以内 内業    1.44 1.22 0.72   

 

 

 



２－３－２ 社会的特性調査 

                                                           （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

社会環境調査 
外業  0.64 0.78 0.78 0.64 1.14   内 業 の

10％以内 内業    1.44 1.22 0.72  1.50 

        

 

２－３－３ 生活環境調査 

                                                         （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

集 落 調 査 
外業   0.88 1.38  1.69 1.00  内 業 の

10％以内 内業    1.44 1.22 0.72  1.50 

活 性 化 ・ 

定 住 化 調 査 

外業   0.78 1.28 0.64    内 業 の

10％以内 内業    1.36 0.68 0.68  1.00 

 

 

２－３－４ 森林施業等調査 

                                                          （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

森林施業等調査 
外業     1.37 1.37   内 業 の

10％以内 内業    1.36  0.68  3.00 

 

 

２－３－５ 地区事業計画の策定 

                                                             （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

基本計画の策定 
外業  0.64  0.78 0.64    内 業 の

10％以内 内業    0.68    1.00 

 



２－３－６ 自然環境等調査 

                                                             （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

文化財、法令・ 

規 則 等 調 査 

外業  0.64 0.78 0.78 0.64 1.14   内 業 の

10％以内 内業    1.44 1.22 0.72  1.50 

動物・植物調査 
外業   0.82 1.32  1.16 1.00  内 業 の

10％以内 内業    1.36 0.68 0.68  2.50 

地形・地質等 

調 査 

外業      0.68   内 業 の

10％以内 内業        0.50 

 

２－３－７ 全体計画の作成 

２－３－７－１ 計画の立案 

                                                             （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

動 線 計 画 
外業  1.52  4.04 2.02 2.52 3.00  内 業 の

10％以内 内業  1.55  4.10 2.55 2.55  2.00 

施 設 計 画 
外業  0.62 0.74      内 業 の

10％以内 内業    2.28 1.39 2.39  2.00 

森林整備計画 
外業   0.74 0.74  1.12   内 業 の

10％以内 内業    0.82 0.66 1.16  1.00 

 

 

２－３－７－２ 総合解析 

                                                            （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

総 合 解 析 
外業 1.20 0.70  0.90  0.70   内 業 の

10％以内 内業 1.20 0.70  0.90    1.00 

 

 

 

 

 

 

 



２－３－７－３ 全体計画図・事業費の積算 

                                                             （1地区当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

平 面 図 等 
外業         内 業 の

10％以内 内業        (5.00) 

積 算 
外業         内 業 の

10％以内 内業    2.10  1.30   

  （注）図面の作成は、「２－３－７－１計画の立案」に含まれており、原則として計上しない。 

 

 

２－３－８ 打合せ協議 

                                                             （1業務当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

打 合 せ 協 議 
外業          

内業  2.00 2.00      

 

 

２－３－９ 照査 

  「1－３－９照査」を準用する。 

 

 

２－３－１０ 成果品  

                                                             （1業務当たり・単位：人） 

 種 別 直 接 人 件 費 労務費 材料費 

 

技術者の 

名称 

 

調査項目 

技 

師 

長 

主 

任 

技 

師 

技 

師 

A 

技 

師 

B 

技 

師 

C 

技 

術 

員 

普
通
作
業
員 

図 

 

工 

雑 

 

品 

調査報告書の 

作 成 

外業          

内業  1.07  4.64 3.07 2.57  3.00 

           

 

 

 

 

 

 

 



２－３－１１ 標準歩掛の補正 

 地区全体計画については、標準歩掛の直接人件費の算出は次式によるものとする。 

   直接人件費＝歩掛によって算出した直接人件費×補正係数S 

   補正係数S＝事業規模による補正係数×資料の提供による補正係数 

   

１ 事業規模による補正 

事業規模の補正については、各因子毎に対象となる点数を合計した数値に対応する補正係数を算

出するものとする。 

 

規模 

因子 
大 中 小 

林道延長 km 7以上 （15） 7～5 （12） 5未満 （8） 

地区面積 千 ha 20以上 （7） 20～10 （5） 10未満 （3） 

用地整備面積 m2 15,000以上 （7） 15,000～5,000 （5） 5,000未満 （3） 

建物面積 m2 1,000以上 （7） 1,000～500 （5） 500未満 （3） 

用排水延長 m 2,000以上 （5） 2,000～1,000 （3） 1,000未満 （2） 

森林整備面積 ha 50以上 （5） 50～30 （3） 30未満 （2） 

 

合  計 36点以上 20～35点以下 20点未満 

補正係数 1.2～1.1 1.0 0.9～0.8 

（注）１．林道延長は林道整備、集落林道及びアクセス林道の延長の合計とする。 

   ２．地区面積はフォレストコミュニティ整備事業等の実施地区面積とする。 

   ３．用地整備面積は林道施設用整備面積、作業ポイント整備面積、用地整備面積、健康増進広場

面積、森林公園施設面積等の面積の合計とする。  

４．建物面積は管理棟、東屋、便所、パーゴラ及びバンガロー等の建物の床面積の合計とする。 

   ５．用排水延長は、用排水施設の延長及び融雪施設の延長の合計とする。 

   ６．森林整備面積は森林整備事業に係る面積とする。 

   ７．各因子に該当する事業計画のない場合は該当因子の点数は「0」とする。 

 

   

２ 資料の提供による補正 

調査業務のうち、各種資料の提供その他により、受託者の作業量が軽減する場合は、20％以内の

範囲内で軽減することができる。 

 

 



第４章 治山施設点検業務（参考歩掛） 

１ 適用範囲 

  この参考歩掛は、治山施設の定期点検等の業務に適用する。 

  定期点検とは、施設の外観・周辺を目視により観察又は簡易な計測等を実施して、施設の損傷等の

状況を把握し、帳票に取りまとめる業務である。 

 

２ 業務の内容 

  治山施設定期点検等の業務の内容は、次のとおりである。 

表－１  定期点検等の業務の内容 

業務区分 内容 

事前調査 内業 調査計画 
治山台帳等の既存資料から、定期点検を実施する箇所を設定し、点検

対象の構造物の位置、諸元、保全対象等を把握する。 

現地調査 外業 

点検対象の構造物について、位置確認、目視観察等を実施して、施設の異常の有無及び

損傷の状況を記録し、写真撮影を行うとともに、補修計画、点検計画を検討する。 

１箇所に複数の構造物がある場合は、それぞれについて現地調査を実施する。 

事前調査で把握した以外の治山構造物が現地で確認された場合は、当該構造物について

も現地調査を行い取りまとめるものとする。 

位置確認 
点検対象の構造物の位置を確認して、図面上の位置・座標を記録す

る。 

目視観察・ 

簡易計測 

点検対象の構造物の外観を目視により観察するとともに、必要に応じて

携帯用の計測機器等で計測を実施して、施設の異常の有無、損傷の状況

等を把握して記録する。 

点検対象の構造物周辺の森林等を目視で確認して、復旧状況、荒廃状

況を記録する。 

写真撮影 
点検対象の構造物の状況について、全景、異常部位の状況の写真撮

影を実施する。 

点検計画 
点検対象の構造物について、詳細調査の必要性・緊急性、点検計画

（内容、頻度など）を判断して記録する。 

補修計画 
点検対象の構造物について、補修等の必要性・緊急性、補修等の計画

（工法、概略規模など）を判断して記録する。 

取りまとめ 内業 
帳票作成・ 

写真整理 

点検対象の構造物について、現地調査の結果を整理し帳票に記載

するとともに、写真を整理し保存して、報告書を作成する。 

  



３ 業務の単位 

  治山施設定期点検業務の単位は、次のように箇所数で表わすものとする。 

表－２  定期点検業務１箇所の単位 

施設区分 内容 

渓間工 ・治山ダム（堰堤工・谷止工・床固工）は1基を１箇所とする。 

・副ダム、側壁、護岸など治山ダムと一体となった構造物は、治山ダム１箇所に含まれ

るものとする。 

山腹工 ・ひとまとまりの施工区域に、土留工・水路工（集水桝・水路止を含む）・法枠工等の構

造物が一体的に設置されている場合は、全体で１箇所とする。 

・同一施工区域にあっても、表-3 に示した施設は、箇所数に加算して計上する（事前調

査を除く）。 

落石防止工 ・ひとまとまりの施工区域に、一体的に設置されている複数の構造物は、全体で１箇所

とする。 

・同一施工区域にあっても、落石予防工と落石防止工は、それぞれ１箇所として計上す

る。 

地すべり防

止工 

・ひとまとまりの地すべりブロック内に、一体的に設置されている複数の構造物（土留工・水路工

等）は、全体で１箇所とする。 

・同一ブロック内にあっても、表-3 に示した施設は、箇所数に加算して計上する（事前調査

を除く）。 

防潮工 ・連続した構造物（防潮堤等）は、施工時の工区ごとに１箇所とする（500ｍ以内）。 

なだれ防止

施設 

・ひとまとまりの施工区域に、一体的に設置されている複数の構造物（雪ぴ予防工、発

生予防工等）は、全体で１箇所とする。 

 

表－３ 箇所数に加算する構造物 

名称 １箇所の換算 摘要 

アンカー工 １列又は１斜面あたり グランドアンカー工を含む 

補強土工 １斜面あたり 鉄筋挿入工 

杭工・シャフト工 １列あたり 位置が不明瞭な構造物は除く 

ボーリング暗きょ工 １群あたり  

集水井工 １基あたり 排水ボーリングの排水口を含む 

排水トンネル工 １坑口あたり  

（注）山腹工、地すべり防止工の現地調査及び取りまとめについては、本表の構造物の箇所数を加算し

て積算する。  



４ 標準歩掛（参考歩掛） 

 

４－１ 打合せ等 

「第４部設計業務」の「第３章第１の１－１打合せ等」の歩掛を準用する。 

 

４－２ 事前調査 

（1０箇所あたり） 

施設区分 
直接人件費 

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員 

渓間工 
 

0.5  
 

0.5  0.5  
 

山腹工 
 

0.5  
 

0.5  0.5  
 

落石防止工 
 

0.5  
 

0.5  0.5  
 

地すべり防止工 
 

0.5  
 

0.5  0.5  
 

防潮工 
 

0.5  
 

0.5  0.5  
 

なだれ防止施設 
 

0.3  
 

0.3  
 

0.6  

 

４－３ 現地調査 

（1０箇所あたり） 

施設区分 
直接人件費 

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員 

渓間工 0.5 0.5 1.0 1.0 1.5 2.0 

山腹工 0.5 0.5 1.0 1.0 1.5 2.0 

落石防止工 0.3 0.5 1.0 1.0 2.0 2.0 

地すべり防止工 0.5 0.5 1.0 1.0 1.5 2.0 

防潮工 0.2 0.2 0.4 0.4 2.0 2.0 

なだれ防止施設 
 

0.5 
 

1.0 1.0 1.5 

(注) 山腹工、地すべり防止工については、表-3に示した構造物の箇所数を加算する。 

 

４－４ 取りまとめ 

（1０箇所あたり） 

施設区分 
直接人件費 

技師長 主任技師 技師（A) 技師（B) 技師（C) 技術員 

渓間工 
   

0.5 0.8 1.5 

山腹工 
   

0.5 0.8 1.5 

落石防止工 
   

0.5 0.5 2.0 

地すべり防止工 
   

0.5 0.8 1.5 

防潮工 
   

0.5 0.5 2.0 

なだれ防止施設 
   

0.5 2.0 4.5 

(注) 山腹工、地すべり防止工については、表-3に示した構造物の箇所数を加算する。 
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